
調査計画 

 

１ 調査の名称（■特定一般統計調査 □その他の一般統計調査） 

介護事業実態調査 

 介護事業経営概況調査 

 

２ 調査の目的 

本調査は、介護報酬改定のための基礎資料を収集する一環として行うものであり、介護保険制度に

おける各種介護サービスを提供する施設及び事業所の収支状況等を把握し、おおむね３年ごとに実施

される介護報酬の改定に向け、介護報酬改定の骨格案を検討するための基礎資料を収集することを目

的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（□個人 □世帯 ■事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設、介護医療院、訪問介護事業所、訪

問入浴介護事業所、訪問看護事業所、訪問リハビリテーション事業所、通所介護事業所、通所リハ

ビリテーション事業所、短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業所（※）、特定施設入居者

生活介護事業所、福祉用具貸与事業所、居宅介護支援事業所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所、夜間対応型訪問介護事業所、地域密着型通所介護事業所、療養通所介護事業所、認知症対

応型通所介護事業所、小規模多機能型居宅介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所、地域密

着型特定施設入居者生活介護事業所、地域密着型介護老人福祉施設、看護小規模多機能型居宅介護

事業所 

※ 短期入所療養介護事業所は、介護老人保健施設、介護療養型医療施設又は介護医療院に含ま

れる。 

 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

施設・事業所区分 報告者数 母集団の大きさ 

①介護老人福祉施設 2,127 施設  7,887 施設 

②介護老人保健施設 1,198 施設  4,107 施設 
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③介護療養型医療施設 136 施設  239 施設 

④介護医療院 489 施設  489 施設 

⑤訪問介護 1,209 事業所 28,949 事業所 

⑥訪問入浴介護 476 事業所 1,530 事業所 

⑦訪問看護 471 事業所 10,310 事業所 

⑧訪問リハビリテーション 769 事業所 4,157 事業所 

⑨通所介護 897 事業所 21,179 事業所 

⑩通所リハビリテーション 753 事業所 7,032 事業所 

⑪短期入所生活介護 590 事業所 9,826 事業所 

⑫特定施設入居者生活介護 1,052 事業所 4,952 事業所 

⑬福祉用具貸与 424 事業所 6,262 事業所 

⑭居宅介護支援 1,368 事業所 33,749 事業所 

⑮定期巡回・随時対応型訪問介護看護 783 事業所 783 事業所 

⑯夜間対応型訪問介護 146 事業所 146 事業所 

⑰地域密着型通所介護 692 事業所 15,954 事業所 

 （再掲）療養通所介護 68 事業所 68 事業所 

⑱認知症対応型通所介護 454 事業所 2,821 事業所 

⑲小規模多機能型居宅介護 565 事業所 5,072 事業所 

⑳認知症対応型共同生活介護 764 事業所 12,941 事業所 

㉑地域密着型特定施設入居者生活介護 313 事業所 313 事業所 

㉒地域密着型介護老人福祉施設 778 事業所 2,300 事業所 

㉓看護小規模多機能型居宅介護 539 事業所 539 事業所 

※ 短期入所療養介護事業所は、介護老人保健施設、介護療養型医療施設又は介護医療院に含まれ

る。 

 

（２）報告者の選定方法（□全数 ■無作為抽出(■全数階層あり) □有意抽出） 

介護保険総合データベース（注）の情報を母集団名簿とし、調査対象サービス施設・事業所区分ご

とに定めた抽出率を用いて系統抽出により調査対象者を選定する（詳細は別添１参照）。 

   （注）地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律（平成29年法律第52号）第118条の

２の規定（平成25年度から平成29年度までは介護保険法第197条第１項の規定）に基づき、平成25年４月以降、

市町村等から介護給付費明細書（介護レセプト）、要介護認定情報等の電子化情報を収集し、厚生労働省が管

理するサーバー内に格納している。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 
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（１）報告を求める事項（詳細は調査事項一覧を参照） 

サービス提供の状況、居室・設備等の状況、職員配置、職員給与、収入の状況、支出の状況、

消費税課税対象支出の状況、新型コロナウイルス感染症の感染者数及び施設運営への影響 等 

〔集計しない事項の有無〕 □無 ■有 

・問１（５）「会計区分」、問１（６）のうち「食事延べ提供回数」と「送迎延べ実施回数」、問

１（７）「調査対象サービスと一体的に会計を行っている併設サービスの利用実績等」及び問２

「建物の状況」は、収入及び支出の按分処理に係る按分指標の算出にのみ用いるものであり、

集計は行わない。 

・法人番号は、事業所母集団データベースに登録し、同データベースを充実させるために用い

るものであり、集計は行わない。 

 

（２）基準となる期日又は期間 

令和４年４月末時点 

ただし、以下の調査事項については、それぞれ対応する期間を対象とする。 

調査事項 基準となる期間 

・新型コロナウイルス感染症の発生状況 令和２年度及び令和３年度の各１年間 

・会計の区分状況 

・収入・支出の状況 

・調査対象サービス及び一体的に会計を行っ

ている併設サービスの利用実績等 

令和４年４月の１ヶ月 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統  厚生労働省－民間事業者－報告者 

（２）調査方法 

■郵送調査  ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム ■独自のシステム □電子メール）  

□調査員調査 □その他（     ） 

〔調査方法の概要〕 

ア．厚生労働省の委託を受けた民間事業者が、郵送により報告者に対して調査票を送付する。 

イ．報告者は、送付された調査票に記入の上、民間事業者に返送する方法、又は、民間事業者が 

作成した報告者専用WEBページから電子調査票をダウンロードし、入力した後、報告者専用WEB  

ページにアップロードする方法のいずれかにより報告を行う。 

なお、報告者専用WEBページの利用に際しては、報告者専用のＩＤ及びパスワード（郵送する 

調査票にプレプリントする）を設定するとともに、暗号化した状態でのデータ送信を行うこと 
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により、報告者以外の者の利用を排除する。 

ウ．民間事業者は、調査票の印刷、発送、オンラインによる電子調査票の回収、集計・分析業務 

を行う。 

 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 □１年 □２年 ■３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

（１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：令和元年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限  令和４年５月中旬～７月７日（電子調査票は７月14日） 

 

８ 集計事項 

    別添２「介護事業実態調査 結果表一覧」を参照 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） □印刷物  □閲覧） 

（３）公表の期日  

概況 令和５年２月 

詳細 令和５年６月 

 

10 使用する統計基準等 

□使用する→□日本標準産業分類 □日本標準職業分類 □その他

（              ） 

■使用しない  

本調査は、介護サービスを提供する施設及び事業所を対象とした調査であり、調査対象の範囲の画

定及び集計結果の表示に統計基準を用いる余地がないことから、いずれの統計基準も使用しない。 

 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

ａ）記入済み調査票 

保存期間  １年 

保存責任者 厚生労働省老健局老人保健課長 

ｂ）調査票の内容を記録した電磁的記録媒体 
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保存期間  常用 

保存責任者 厚生労働省老健局老人保健課長 
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別添1

令和元年度
（2019）

平成28年度
（2016）

平成25年度
（2013）

令和2年度
（2020）

平成29年度
（2017）

平成26年度
（2014）

　介護老人福祉施設 7,887  1/4  1/4  1/4  1/4  1/4  1/4  1/4

　介護老人保健施設 4,107  1/4  1/4  1/4  1/4  1/4  1/4  1/4

　介護療養型医療施設 239  1/2  1/2  1/2  1/2  4/5  3/5  1/2

　介護医療院 489  1/1 - - -  1/1 - -

　訪問介護 28,949  1/25  1/25  1/25  1/20  1/10  1/10  1/5

　訪問入浴介護 1,530  1/4  1/4  1/5  1/5  1/2  1/2  1/2

　訪問看護 10,310  1/25  1/25  1/25  1/25  1/10  1/10  1/5

　訪問リハビリテーション 4,157  1/6  1/6  1/7  1/20  1/2  1/2  1/3

　通所介護 21,179  1/25  1/25  1/25  1/20  1/10  1/10  1/5

　通所リハビリテーション 7,032  1/10  1/10  1/10  1/10  1/5  1/5  1/5

　短期入所生活介護 9,826  1/20  1/20  1/20  1/40  1/7  1/7  1/7

　特定施設入居者生活介護 4,952  1/5  1/5  1/5  1/10  1/4  1/4  1/3

　福祉用具貸与 6,262  1/20  1/20  1/25  1/30  1/2  1/2  1/2

　居宅介護支援 33,749  1/25  1/25  1/15  1/10  1/20  1/20  1/10

　定期巡回・随時対応型訪問介護看護 783  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

　夜間対応型訪問介護 146  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

　地域密着型通所介護 15,954  1/25  1/25 － －  1/10  1/10 －

　　(再掲）療養通所介護 68  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

　認知症対応型通所介護 2,821  1/8  1/8  1/10  1/10  1/2  1/2  1/2

　小規模多機能型居宅介護 5,072  1/12  1/12  1/12  1/10  1/2  1/2  1/2

　認知症対応型共同生活介護 12,941  1/20  1/20  1/20  1/10  1/12  1/12  1/10

　地域密着型特定施設入居者生活介護 313  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

　地域密着型介護老人福祉施設 2,300  1/3  1/3  1/2  1/2  1/2  1/2  1/2

  看護小規模多機能型居宅介護 539  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1  1/1

※　介護医療院は、令和２年度「介護事業経営実態調査」と同じ抽出率としている。

※　母集団数は「介護保険総合データベース」の事業所数である。

令和４年度介護事業経営概況調査の抽出率について

母集団数
※

抽出率

参考
介護事業経営概況調査 介護事業経営実態調査
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別添２

表番号 表タイトル

1 介護老人福祉施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

2 介護老人保健施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

3 介護療養型医療施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

4 介護医療院　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

5 訪問介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

6 訪問入浴介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

7 訪問看護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

8 訪問リハビリテーション　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

9 通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

10 通所リハビリテーション　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

11 短期入所生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

12 特定施設入居者生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

13 福祉用具貸与　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

14 居宅介護支援　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

15 定期巡回・随時対応型訪問介護看護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

16 夜間対応型訪問介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

17 地域密着型通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

18 認知症対応型通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

19 小規模多機能型居宅介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

20 認知症対応型共同生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

21 地域密着型特定施設入居者生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

22 地域密着型介護老人福祉施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

23 看護小規模多機能型居宅介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

24 通所介護及び地域密着型通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目（令和2年度決算・令和3年度決算）

25 介護老人福祉施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

26 介護老人保健施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

27 介護療養型医療施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

28 介護医療院　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

29 訪問介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

30 訪問入浴介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

31 訪問看護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

32 訪問リハビリテーション　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

介護事業経営概況調査結果表一覧
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表番号 表タイトル

33 通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

34 通所リハビリテーション　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

35 短期入所生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

36 特定施設入居者生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

37 福祉用具貸与　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

38 居宅介護支援　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

39 定期巡回・随時対応型訪問介護看護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

40 夜間対応型訪問介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

41 地域密着型通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

42 認知症対応型通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

43 小規模多機能型居宅介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

44 認知症対応型共同生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

45 地域密着型特定施設入居者生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

46 地域密着型介護老人福祉施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

47 看護小規模多機能型居宅介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

48 通所介護及び地域密着型通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，地域区分別 （令和2年度決算・令和3年度決算）

49 介護老人福祉施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別  （令和2年度決算・令和3年度決算）

50 介護老人保健施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別  （令和2年度決算・令和3年度決算）

51 介護療養型医療施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別  （令和2年度決算・令和3年度決算）

52 介護医療院　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別  （令和2年度決算・令和3年度決算）

53 訪問介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別  （令和2年度決算・令和3年度決算）

54 訪問入浴介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別  （令和2年度決算・令和3年度決算）

55 訪問看護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別  （令和2年度決算・令和3年度決算）

56 訪問リハビリテーション　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別  （令和2年度決算・令和3年度決算）

57 通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別  （令和2年度決算・令和3年度決算）

58 通所リハビリテーション　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別  （令和2年度決算・令和3年度決算）

59 短期入所生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

60 特定施設入居者生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

61 福祉用具貸与　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

62 居宅介護支援　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

63 定期巡回・随時対応型訪問介護看護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

64 夜間対応型訪問介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

65 地域密着型通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

66 認知症対応型通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

67 小規模多機能型居宅介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）
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表番号 表タイトル

68 認知症対応型共同生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

69 地域密着型特定施設入居者生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

70 地域密着型介護老人福祉施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

71 看護小規模多機能型居宅介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

72 通所介護及び地域密着型通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，経営主体別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

73 介護老人福祉施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，定員規模別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

74 介護老人保健施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，定員規模別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

75 介護療養型医療施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，定員規模別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

76 介護医療院　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，定員規模別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

77 訪問介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，延べ訪問回数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

78 訪問入浴介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，延べ訪問回数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

79 訪問看護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，延べ訪問回数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

80 訪問リハビリテーション　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，延べ訪問回数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

81 通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，延べ利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

82 通所リハビリテーション　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，延べ利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

83 短期入所生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，延べ利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

84 特定施設入居者生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，実利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

85 福祉用具貸与　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，実利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

86 居宅介護支援　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，実利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

87 定期巡回・随時対応型訪問介護看護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，実利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

88 夜間対応型訪問介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，延べ訪問回数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

89 地域密着型通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，延べ利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

90 認知症対応型通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，延べ利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

91 小規模多機能型居宅介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，実利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

92 認知症対応型共同生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，定員規模別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

93 地域密着型特定施設入居者生活介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，実利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

94 地域密着型介護老人福祉施設　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，定員規模別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

95 看護小規模多機能型居宅介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，実利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

96 通所介護及び地域密着型通所介護　１施設・事業所当たり収支額，収支等の科目，延べ利用者数階級別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

97 介護老人福祉施設　１施設当たり収支額，収支等の科目，ユニット別   （令和2年度決算・令和3年度決算）

98 各介護サービス別　新型コロナウイルス感染症の発生による影響

99 各介護サービス別　介護職員処遇改善支援補助金の交付申請状況

100 各介護サービス別　会計期間

101 各介護サービス別　開設期間
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標本設計 

（令和４年度介護事業経営概況調査） 

１ 標本設計の考え方 

 本調査においては、全国の介護サービス施設・事業所（介護保険施設、居宅サー

ビス事業所（介護予防含む）、地域密着型サービス事業所（介護予防含む）、居宅介

護支援事業所）を母集団として、地域区分別、定員（又は実利用者数等）階級等に

層化し、無作為抽出する。詳細は以下のとおり。 

（１） 母集団

全国の介護サービス施設・事業所（介護保険施設、居宅サービス事業所（介護予

防含む）、地域密着型サービス事業所（介護予防含む）、居宅介護支援事業所）を母

集団とする。 

母集団名簿の作成にあたっては「介護保険総合データベース」（※）の情報を利

用する。 

※ 平成 29年介護保険法改正において、要介護認定情報や介護サービス施設・事業所の

情報を含む介護レセプト情報等については、個人情報を匿名化した上で、市町村から厚生

労働省へ提供することが義務づけられた。 

（２） 抽出方法

施設・事業所を抽出単位とし、層化無作為抽出法により抽出する。

なお、令和４年度調査においては、施設・事業所の記入負担に配慮し、居宅介護

支援を対象として、重複是正を行うこととする。具体的には、事業所の抽出の際に、

居宅介護支援以外の各サービスの抽出を行った後、最後に居宅介護支援について抽

出を行い、その際に、既に他のサービスの調査客体になっている施設・事業所を可

能な限り除外する。 

また、共生型サービス（※）を提供する障害福祉サービス事業所については、本

調査票のほか、厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部が行う調査の調査票も送付

される可能性があるため、調査対象から除外する。 

（※）障害福祉サービス事業所が提供する介護保険法の訪問介護、通所介護等のサ

ービス 

（３） 層化基準等

層化基準は報告を求める者のサービスの種類毎に以下のとおり定めており、それ

ぞれのサービスに対応した調査票を配布する。 
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報告を求める者 層 調査票

介護老人福祉施設 地域区分（８区分）

×従来型・ユニット型（２区分）

×定員階級（５区分）

介護老人福祉施設・地域

密着型介護老人福祉施設

票

介護老人保健施設 地域区分（８区分）

×従来型・ユニット型（２区分）

×定員階級（４区分）

介護老人保健施設票

介護療養型医療施設 地域区分（８区分）

×従来型・ユニット型（２区分）

×定員階級（４区分）

介護療養型医療施設票

介護医療院 地域区分（８区分）

×従来型・ユニット型（２区分）

×定員階級（４区分）

介護医療院票

訪問介護事業所 地域区分（８区分）

×実利用者数階級（４区分）

居宅サービス・地域密着

型サービス事業所票（福

祉関係）又は

居宅サービス・地域密着

型サービス事業所票（医

療関係）※

訪問入浴介護事業所 地域区分（８区分）

×延べ訪問回数階級（４区分）

訪問看護事業所 地域区分（８区分）

×実利用者数階級（４区分）

訪問リハビリテーション事

業所

地域区分（８区分）

×延べ訪問回数階級（４区分）

通所介護事業所 地域区分（８区分）

×延べ利用者数階級（４区分）

通所リハビリテーション事

業所

地域区分（８区分）

×延べ利用者数（４区分）

短期入所生活介護事業所 地域区分（８区分）

×延べ利用者数階級（４区分）

特定施設入居者生活介護事

業所

地域区分（８区分）

×有料老人ホーム、ケアハウス、

養護老人ホームの別（３区分）

福祉用具貸与事業所 地域区分（８区分）

×実利用者数階級（４区分）

居宅介護支援事業所 地域区分（８区分）

×実利用者数階級（４区分）

定期巡回・随時対応型訪問

介護看護事業所

地域区分（８区分）

夜間対応型訪問介護事業所 地域区分（８区分）

地域密着型通所介護事業所 地域区分（８区分）

×延べ利用者数階級（４区分）

療養通所介護事業所 地域区分（８区分）

認知症対応型通所介護事業

所

地域区分（８区分）

×延べ利用者数階級（４区分）
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報告を求める者 層 調査票

小規模多機能型居宅介護事

業所

地域区分（８区分）

×実利用者数階級（４区分）

認知症対応型共同生活介護

事業所

地域区分（８区分）

×実利用者数階級（４区分）

地域密着型特定施設入居者

生活介護事業所

地域区分（８区分）

×有料老人ホーム、ケアハウス、

養護老人ホームの別（３区分）

地域密着型介護老人福祉施

設

地域区分（８区分） 介護老人福祉施設・地域

密着型介護老人福祉施設

票

看護小規模多機能型居宅介

護事業所

地域区分（８区分） 居宅サービス・地域密着

型サービス事業所票（福

祉関係）又は

居宅サービス・地域密着

型サービス事業所票（医

療関係）※

※ 経営主体によっていずれかの調査票を配布

（４） 目標精度・標本数

本調査においては、サービス別の収入、支出の把握が最も重要であるため、収入、

支出それぞれの合計について、目標精度（標準誤差率）を５％と設定する。 

令和元年度介護事業経営概況調査（以下「前回調査」という）においては概ね目標

精度を達成していることから、全てのサービスで前回調査の精度を維持することを

目標とする。標本数は、令和２年度介護事業経営実態調査における各層の施設・事

業所の調査結果の分散（以下の式（※）における Var(Xh)）と目標有効回答率（50%）

を用いて、以下の計算による標準誤差率のシミュレーションを実施し、シミュレー

ションによって得られた標準誤差率が前回調査の精度と同等となるような数に設

定する。なお、調査客体の抽出にあたり、各層における最低標本数については、層

別の最低標本数は１０を原則とするが、令和２年度介護事業経営実態調査において

回収が得られなかった層については、最低標本数を３０に設定する。ただし、抽出

率が１／１のサービス（介護医療院、療養通所介護、定期巡回・随時対応型訪問介

護看護、夜間対応型訪問介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、看護小規模多

機能型居宅介護）については、その限りではない。

平均値の標準誤差率は、次の式で推定を行う。 

( )
h

h
L

h
hhh m

XVar
mMM

M
V

)(1
1
∑
=

−= …（※）
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X
Ve =

e：施設・事業所票を用いた平均の推定値の標準誤差率 
√𝑉𝑉：施設・事業所票を用いた平均の推定値の標準誤差

𝑋̄𝑋：施設・事業所票を用いた平均の推定値

L：層の数

Mh：第 h 層における母集団施設・事業所数

M：母集団施設・事業所数

mh：第 h 層における有効回答施設・事業所数

Var(Xh)：第 h 層における施設・事業所の調査結果の分散

層別の最低標本数は 10（欠損が生じた層は 30）を原則として設定した。 

上記に基づいて算出した標本数は以下のとおりである。 
サービス 今回調査 前回調査 

母集団 標本数 母集団 標本数 

介護老人福祉施設 7,887 2,127 7,526 2,042 

介護老人保健施設 4,107 1,198 4,128 1,197 

介護療養型医療施設 239 136 766 330 

介護医療院 489 489 - - 

訪問介護 28,949 1,209 28,108 1,179 

訪問入浴介護 1,530 476 1,682 504 

訪問看護 10,310 471 8,629 436 

訪問リハビリテーション 4,157 769 3,369 656 

通所介護 21,179 897 20,653 843 

通所リハビリテーション 7,032 753 7,133 775 

短期入所生活介護 9,826 590 9,572 584 

特定施設入居者生活介護 4,952 1,052 4,466 952 

福祉用具貸与 6,262 424 6,207 374 

居宅介護支援 33,749 1,368 34,111 1,390 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 783 783 511 511 

夜間対応型訪問介護 146 146 117 117 

地域密着型通所介護 15,954 692 16,112 656 

（再掲）療養通所介護 68 68 63 63 

認知症対応型通所介護 2,821 454 3,009 470 

小規模多機能型居宅介護 5,072 565 4,603 532 

認知症対応型共同生活介護 12,941 764 12,340 723 

地域密着型特定施設入居者生活介護 313 313 284 284 

地域密着型介護老人福祉施設 2,300 778 1,923 654 

看護小規模多機能型居宅介護 539 539 255 255 
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（参考：前回調査の達成精度（標準誤差率）） 
平成 29年度決算 平成 30年度決算 

収入 支出 収入 支出 

介護老人福祉施設 0.7% 0.7% 0.7% 0.7% 
介護老人保健施設 0.9% 0.9% 0.9% 0.9% 
介護療養型医療施設 6.2% 6.3% 6.5% 6.6% 
訪問介護（介護予防を含む） 2.9% 2.9% 3.1% 3.0% 
訪問入浴介護（介護予防を含む） 3.3% 3.2% 3.0% 3.0% 
訪問看護（介護予防を含む） 3.6% 3.9% 3.1% 3.3% 
訪問リハビリテーション（介護予防を含む） 8.3% 8.3% 8.3% 8.3% 
通所介護（介護予防を含む） 1.6% 1.7% 1.6% 1.8% 
通所リハビリテーション（介護予防を含む） 1.8% 1.9% 1.8% 1.9% 
短期入所生活介護（介護予防を含む） 2.0% 2.1% 2.0% 2.0% 
特定施設入居者生活介護（介護予防を含む） 3.8% 4.1% 3.7% 4.0% 
福祉用具貸与（介護予防を含む） 8.1% 7.6% 7.7% 7.0% 
居宅介護支援 1.7% 1.6% 1.5% 1.5% 
定期巡回・随時対応型訪問介護看護 5.1% 4.8% 5.7% 5.5% 
夜間対応型訪問介護 20.6% 21.0% 20.9% 20.9% 
地域密着型通所介護 3.1% 3.1% 3.2% 3.2% 
認知症対応型通所介護（介護予防を含む） 3.5% 3.4% 3.3% 3.3% 
小規模多機能型居宅介護（介護予防を含む） 2.1% 1.9% 1.9% 1.8% 
認知症対応型共同生活介護（介護予防を含む） 1.1% 1.1% 1.0% 1.1% 
地域密着型特定施設入居者生活介護 1.9% 1.8% 1.8% 1.8% 
地域密着型介護老人福祉施設 1.2% 1.2% 1.2% 1.2% 
看護小規模多機能型居宅介護 2.0% 1.9% 1.9% 1.9% 

２ 母集団推計の推計方法 

  有効回答の集計結果に対して、上記１（３）の層の別に母集団施設・事業所数

を有効回答施設・事業所数で除したものを乗じて合算し母集団施設・事業所数で

除し、母集団の平均を推計する。 
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2019（令和元）年度介護事業経営概況調査の回収状況

②
オンライン
回収数
③

②／①
オンライン
回収率
③／①

④
有効回答率
④／①

510 介護老人福祉施設 2,040 1,338 901 65.6% 44.2% 1,257 61.6%

520 介護老人保健施設 1,176 680 378 57.8% 32.1% 603 51.3%

530 介護療養型医療施設 268 141 75 52.6% 28.0% 112 41.8%

110 訪問介護 1,160 606 285 52.2% 24.6% 470 40.5%

120 訪問入浴介護 492 278 159 56.5% 32.3% 235 47.8%

130 訪問看護ステーション 428 291 129 68.0% 30.1% 219 51.2%

140 訪問リハビリテーション 643 336 175 52.3% 27.2% 217 33.7%

151 通所介護 834 470 271 56.4% 32.5% 426 51.1%

160 通所リハビリテーション 765 459 235 60.0% 30.7% 366 47.8%

210 短期入所生活介護 582 403 253 69.2% 43.5% 348 59.8%

330 特定施設入居者生活介護 951 582 371 61.2% 39.0% 360 37.9%

170 福祉用具貸与 365 205 89 56.2% 24.4% 130 35.6%

430 居宅介護支援 1,363 769 337 56.4% 24.7% 605 44.4%

760 定期巡回・随時対応型訪問介護看護 500 286 144 57.2% 28.8% 215 43.0%

710 夜間対応型訪問介護 115 61 33 53.0% 28.7% 51 44.3%

780 地域密着型通所介護 638 317 134 49.7% 21.0% 240 37.6%

720 認知症対応型通所介護 458 290 146 63.3% 31.9% 229 50.0%

730 小規模多機能型居宅介護 527 279 137 52.9% 26.0% 228 43.3%

320 認知症対応型共同生活介護 719 392 195 54.5% 27.1% 338 47.0%

360 地域密着型特定施設入居者生活介護 282 190 94 67.4% 33.3% 158 56.0%

540 地域密着型介護老人福祉施設 649 419 283 64.6% 43.6% 387 59.6%

770 看護小規模多機能型居宅介護 253 168 83 66.4% 32.8% 136 53.8%

15,208 8,960 4,907 58.9% 32.3% 7,330 48.2%

有効回答数・率

合計

サービス
客体数
①

回収数 回収率
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別添１

【調査事項一覧】

調査名　介護事業実態調査（介護事業経営概況調査）

（①介護老人福祉施設調査票、②介護老人保健施設調査票、③介護療養型医療施設調査票、

④介護医療院調査票）

項番号 調査項目名

問１ 施設の概要について

(1) 開設年月

(2) 経営主体

(3)  新型コロナウイルス感染症の影響

(4) 調査対象サービスにおける会計の期間

(5) 調査対象サービスにおける令和２年度及び令和３年度の会計の区分状況

(6) 調査対象サービスの令和４年４月の１か月分の実績

(7) 調査対象サービスと一体的に会計を行っている併設サービスの事業所番号、

令和４年４月の１か月分の延べ利用者数等、食事延べ提供数、送迎延べ実施回数

問2 令和４年４月時点の建物の状況について

1 建築年月

2 保有形態

3 建築延べ床面積

4 入所部分、通所部分の各施設・設備（①、②）/介護療養型医療施設（③）/

介護医療院（④）に係る延べ床面積

5 ４以外の介護保険サービスに係る専用延べ床面積

問3 令和４年４月時点の職員数と職員給与について（職種、常勤・非常勤別）

問4

(1) 令和２年度及び令和３年度の決算期数値における収入（収益）について

(2) 令和２年度及び令和３年度の財務活動等による支出について

(3) 令和２年度及び令和３年度の事業支出（費用）について

（⑤居宅サービス・地域密着型サービス事業所票（福祉関係）、

⑥居宅サービス・地域密着型サービス事業所票（医療関係））

項番号 調査項目名

問1 施設の概要について

(1) 開設年月

(2) 経営主体

(3)  新型コロナウイルス感染症の影響

(4) 調査対象サービスにおける会計の期間

(5) 調査対象サービスにおける令和２年度及び令和３年度の会計の区分状況

(6) 調査対象サービスの令和４年４月の１か月分の実績

(7) 調査対象サービスと一体的に会計を行っている併設サービスの事業所番号、

令和４年４月の１か月分の延べ利用者数等、食事延べ提供数、送迎延べ実施回数

問2 令和４年４月時点の建物の状況について（建物床面積）

問3 令和４年４月時点の職員数と職員給与について（職種、常勤・非常勤別）

問4

(1) 令和２年度及び令和３年度の決算期数値における収入（収益）について

(2) 令和２年度及び令和３年度の財務活動等による支出について

(3) 令和２年度及び令和３年度の事業支出（費用）について

16




